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都市システムと中心性の分析*

An Analysis of Centrality in Japanese Urban System*

吉岡　孝昭**

Takaaki YOSHIOKA**

Abstract

When we think Japanese land market as one market, there are some relations between

macro-economic variables and land price. However, when it is tried to analyze urban land

prices, Variables related with centrality play an important role, except the economic varia-

Dies. In this paper, we make centrality of urban system clear due to analysis of urban land

markets.
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I､は　じ　め　に

国際公共政策研究 第6巻第2号

日本の土地市場の分析に当たり､全国を一つの土地市場として捉えた場合､マーケット･

ファンダメンタルズ等のマクロ経済変数を用いた分析が可能である｡しかし､地域別の地価

を分析する場合には､日本の政治･経済の中心である東京の地価水準が最も高く､地方へゆ

くほど低くなるという関係が重要となる｡これは､日本の地域別地価は､地域経済変数に加

え､都市システム構造等に大きく影響を受けているのではないかと考えうる｡したがって､

日本における都市システムとその中心性の問題を解明することは､地域別地価の分析を行う

に当たって､大きな意味を持つこととなる｡

そもそも日本の都市は､戦後の復興期､ 1960年代前半の高度成長期､ 1970年代前半の列島

改造ブーム斯､その後の産業構造のハイテク化･サービス経済化の進展によって｢東京一極

集中｣へと変容を遂げた｡しかも､ 1980年代後半のバブル期1990年半ばからのバブル崩壊

後も､ ｢東京一極集中｣という日本の都市システム構造に抜本的な変更を迫る動きはみられて

いない｡その意味では､現在も､日本における東京の中心性について疑う余地はない｡

しかし､ある一面において､東京を中心とする都市システムができあがっているとしても､

東京だけが中心性を持つのかというと､余りにも大雑把な捉え方と言わざるを得ず､これだ

けでは､日本における都市システム､ひいては地域別地価を解明することは出来ない｡確か

に､東京一極集中といっても､全ての都市が東京のみとの関係を有する訳ではなく､西日本

を中心とする大阪､東海圏を中心とする名古屋が存在し､その他にも､影響の及ぶ範囲は都

市所在地域にかなり限定されるとしても､地方中枢都市(札幌､仙台､広島､福岡市等)､さ

らには地方中核都市(県庁所在都市等)を中心とする都市システム関係も存在して､これら

の都市が相互に影響を及ぼしあっていると考えてよいであろう｡

そこで､本稿では､日本における地価の空間構造(中心性等)分析への足掛かりとして､

1980年代末までに東京圏(東京都･埼玉･千葉･神奈川県)への一極集中型へと変化してき

た日本の地域構造をベースに､上記問題意識に立って､都市システムとその中心性の存否の

解明に向けた分析を試みる｡なお､本稿の構成は以下のとおりである0

まず､ 2では､都市システム構造と中心地理論について､古典的なChristaller (1933)の中

心地理論と､中枢管理機能の活動を都市システムに結びつけたPred (1971)の都市システム

論の､二つの代表的な理論モデルを中心に先行研究を整理する｡ 3では､ 2で整理したモデ

ルのいずれが日本の都市システムによく適合するかという観点から､ ｢人｣､ ｢物｣､ ｢マネー｣､

｢情報｣の都道府県間のストックあるいはフローの分析を行い､都市システム構造を計数的

に分析し､都市間の経済活動の関係を明らかにする｡そめ際､東京都､愛知県､大阪府の中
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心性のみならず､地方中枢都市(宮城･広島･福岡県等)までを検討の対象とする｡ 4では､

これまでの分析結果を踏まえ､地価と中心性の関係について検討し､地価の空間構造(中心

性等)を解明する｡最後に5では､本稿の一応の結論とともに､本稿の分析から導かれる政

策的インプリケーションを述べる｡

2､都市システムと中心地理論

都市システム構造を説明する理論はこれまで､ Christaller (1933)､ Losch (1940)､ Beck-

mann (1958)､ Pred (1971)､ Henderson (1974)等､多数提案されてきた｡ここでは､もっ

とも古典的なChristaller (1933)の中心地理論と､中枢管理機能の活動を都市システムに結

びつけたPred (1971)の都市システム論を中心に､二つの理論モデルのいずれが日本の都市

システムによく適合するかという論点に関し､西原(1991)､須田(1995)等の先行研究を交

え整理する｡

これまで都市の立地には何らかの規則性の存在が指摘されていた｡その間題をはじめて理

論的に考察したのがChristallerの中心地理論である｡これは消費者行動の立場から､商業

や公共サ-ビスなどの都市的機能(中心地機能)がもたらす社会的余剰が最大になる配置の

分析を行った｡また中心地理論にはもう一つの古典と言われるL5sch (1940)の研究がある

が､これはChristallerと対照的に､各企業が利潤最大を図るような中心地配置の分析を行っ

た1)oすなわち､ Loschは､財が1種類で､輸送費が輸送距離のみに比例すると仮定すれば､

中心地から遠ざかるにつれて､輸送費を加えた財の実質価格は上昇するが､逆に財･サービ

スに対する需要は､財の実質価格の上昇から､供給地から離れれば離れるほど少なくなると

論じた｡空間的需要円錐体2)の考えを導入して､そこに超過利潤が発生し､需要が消失する地

点まで市場圏は拡大し､その超過利潤を狙って､多数の互いに均質な企業が国内各地に立地

すれば､最終的均衡は､各企業の市場圏が国土を隙間なく埋め尽くす形状になると論じた｡

さらに､供給する財･サービスの種類を1種類から複数へと仮定を緩めると､財によって到

達範囲の上限および下限の値も異なるため､各都市は最上位の都市(-首都)から下位の都

市まで整然と分けられ､下位の都市はただ一つの上位都市にのみ従うと論じた｡

一方Predの都市システム論は､情報伝達の問題を中枢管理機能として捉え､本社･支所関

係をもった企業システムがもたらす､より複雑な情報ネットワークのために､先進工業国に

おいては都市システムも同様のネットワーク組織をなすと論じた｡

1)供給する財が1種類の場合には､ Christaller､ Losch両者の中心地配置が一致する｡

2)底面(-市場圏)の半径は､財･サービスの到達範囲を表わし､円錐の体積はこの財を供給する企業の収入を表わ
す｡
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日本の都市システムについては､一般に､東京一大阪･名古屋一地方中枢都市-地方中核

都市(県庁所在都市等)という､ Christaller型の階層的都市システムに近いとする論が多い｡

西原(1991)は､日本の主要74都市を対象にして､企業の事業所網からみた都市群システム

を分析､本社立地別の支所進出数から､ 3大都市圏本社企業-全国規模企業､広域中心都市

本社企業一地方規模企業という図式を見出し､一部の都市を除いてChristaller型結合が卓越

していると結論づけた｡また須田(1995)も本社･支所の｢数｣だけに着目すれば､本社に

おける東京対地方中枢都市､支所における地方中枢都市対地方中核都市の歴然とした格差か

ら､西原(1991)と同様の結論に到達するとした｡一方､阿部(1993)は､日本の都市シス

テムには階層性が存在するものの､主要都市間相互の結合関係が強く､ Christaller型よりは､

むしろPred型に近いのではないかと論じた｡

しかし､これらは､あくまで､都市システム自体に如何なる規則性が存在するかについて

分析を行った議論であり､地価の空間構造を説明するために行われた議論ではない､その意

味で､従来､地価と絡めた､都市システムと中心性の研究が十分になされていなかった｡

そこで､本稿では､地価が､東京一極集中という強固な都市システムを基盤に東京からの

強い影響を受けつつも､大阪､名古屋を始めとして､その他の地域都市も､日本における都

市システムとその中心性から､如何なる影響を受けかつ与えるのかについて検証し､地域別

地価分析の基礎となる都市システムとその中心性につき論じたい｡

3､日本の都市の中心性分析

日本における都市システム構造を把握するため､以下の(1)-(4)では､都市の経済活動

の広がりを､ ｢人｣､ ｢物｣､ ｢マネ-｣､ ｢情報｣について､都道府県間のストックあるいはフロ

ーのデータを用いた分析を行なう｡

(り　｢人｣の動きを通じた分析

｢住民基本台帳人口移動報告年報(1998年)｣調査(総務庁統計局)に基づいて､人の転出

入先からみた都市構造を分析すると､図1は各都道府県がどの都市間で人を移動させたかを

示している｡ ①Y軸の高さは､人口流出先が第1位であった都道府県のその流入都道府県先

数を､ ②矢印は､人口流出先が第1位となった流入･流出先の都道府県間の関係を図示した

ものである｡すなわち､ Y軸が高ければ高いほど､都市システムの中で上位に位置する都市

であることを表わしており､矢印の関係をみれば都市間の関係の深さを読み取ることが出来

ようoこうした観点から､図1をみると､東京都の全国的な吸引力3'を筆頭に､西日本を中心

3)東京は東日本の諸県を中心に転出入先の上位にランクされ､第4位までに東京が登場しない府県は転入先で8県､
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(図1)各都道府県への第1位転入者関係図
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(資料)総務庁統計局｢住民基本台帳人口移動報告年報｣等

とする大阪府の吸引力､九州地方を中心とする福岡県の吸引力､さらには広島県等ブロック

中心都市を中心とする隣接府県との吸引力の存在がみてとれよう｡なお､近畿･中国･四国

地方の諸県を中心に､西日本では大阪府が上位に位置し､相応の中核機能を有している｡し

かし､東京都に次ぐ日本第2の中核として大阪府をみた場合､力不足感があるのは否めない

であろう｡

この間､東北地方では宮城県､中部地方では愛知県､中国地方では広島県､四国地方では

香川県､九州地方では福岡県というブロック中心都市を擁する各県の拠点性がみられる｡愛

知県は後述する物流と比べると､転入者の観点からは拠点性が小さく､明確な吸引力は東海

地方に限られている｡また､九州地方では福岡県の中心性が掛14)0

(2) ｢物｣の動きを通じた分析

運輸省の｢貨物地域流動調査(1998年)｣の結果(発地ベース:図2)をみると､東京･愛

知･大阪の3大都市圏に福岡県を加えた4地域が､物流センターとして機能している.生産

活動を映じた物の流動においては､人の場合ほど東京都への集中はみられないが､東京圏と

転出先でわずか4県のみとなっている｡その範囲を東京圏(東京､埼玉､千葉､神奈川)までに拡げてみるとその
吸引力の強さはまさに｢日本の中心｣と呼ぶに相応しい｡

4)九州各県については､転出入先に関して｢福岡一隣接県一東京｣という序列がほぼ共通して認められる｡
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(図2)各都道府県への第1位貨物輸送量系図
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(資料)運輸省｢貨物地域流動調査｣等

してみると､その物流範囲は全国に及ぶ｡貨物着地4位内に東京都が含まれる道府県は､東

日本を中心に14道県に止まるが､東京圏でみると21道府県にのぼる｡これは､東京都自体が､

中枢管理機能に特化していく過程で､物流に関しては､工業生産機能の集積が大きくかつ有

力な港湾を持つ神奈川県5)や千葉､埼玉県などの隣接県に関連機能をシフトさせ､東京圏全体

としての経済力発揮を反映して､国内最大の物流拠点を形成しているとみてよいであろう｡

一方､西日本では､大阪府あるいは大阪府･兵庫県を拠点とする物流が広くみられているo

着地4位内に含まれる府県数では大阪府が全国トップの21､大阪府･兵庫県のいずれかでは

24府県と全府県の過半数に達している｡愛知県は､ ｢人｣の流出入ではブロック中心の位置づ

けに過ぎなかったが､物流面での拠点性は顕著である｡この背景には､同県だけで全国の製

造品出荷額の1割強を占める工業集積や名古屋港をはじめとする港湾､さらに高速交通ネッ

トワーク上の高い拠点性に示される強固な物流基盤の存在が大きい｡

(3) ｢マネー｣の動きを通じた分析

｢金融経済統計月幸田(日本銀行)に基づいて都道府県のマネーの動き(図3)をみると､

個人所得水準も高く､上場企業の本社や有力企業の中枢管理部門が集中する東京都では､資

金需要の集中は著しく大きく､ 1999年3月末の全国銀行貸出残高の全国シェアは41%と預金

シェア(同26%)を15%も上回り､旺盛な資金需要から不足が常態化している｡また東京都

に次いで資金不足が大きいのが大阪府であるが､貸出残高の同シェアは12%と預金残高シェ

5)総貨物輸送量､製造業出荷額とも東京圏で首位｡
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(図3)都道府県別資金不足･預貸率
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(資料)日本銀行｢金融経済統計月報｣等

ア(10%)との差は2%台に過ぎず､東京都との差はかなり大きい｡また､東京都､大阪府

以外にも､福岡県で預貸率(貸出残高/預金残高)が1を上回っているが､そのレベルは東

京都､大阪府に比べると極めて小さく､近隣県などからの供給でファイナンスされていると

みなされる｡このようにみると資金を全国から広く吸収･活用する経済力がある点では､東

京都の強さは顕著である｡大阪府も見劣りするものの､東京都に次ぐ地位を占めるなど､中

心性が金融面からもみられる｡この資金不足を埋めているのが､東京都･大阪府に隣接する

ベッドタウン地域(埼玉､千葉､兵庫県等)や地方県での潤沢な個人預金である｡東京都､

大阪府､福岡県以外の44府県は程度の差こそあれこれら3都府県への資金の供給源として機

能していることがみてとれよう｡

(4)｢情報｣の動きを通じた分析

郵政省の｢トラヒックからみた電話等の利用状況(1997年)｣を基に､情報面での都道府県

間フロー(図4)をみると､電話では､全国的な東京都への集中が顕著である.料金抵抗は

多少働くものの､時間距離が問題にならないサービスの広さがこうした東京集中を促してい

る｡東京都以外では､地方中枢都市(北海道､東北:宮城県､東海:愛知県､近畿:大阪府､

中国:広島県､九州:福岡県)で拠点性が認められる｡このうち大阪府は北陸･東海以西の

上位通話先とし登場し､東京都に次ぐ拠点性を有している6)0



発信量(1 00万回)

1 4000

1 2000

1 0000

8000

6000

4000

2000

国際公共政策研究

(図4)加入電話の都道府県別通話状況
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(資料)郵政省｢トラヒックからみた電話等の利用状況｣等

4､地価と都市の中心性の関係

(I)東京からの距離と地価

戦後､高度成長期(1955-70年)には重化学工業の発展とともに｢太平洋ベルト地帯｣が

形成されるに至った｡そして､ 1970年代前半の列島改造ブーム後､産業構造のハイテク化･

サービス経済化の進展によって｢東京一極集中｣の都市システム構造へと変容を遂げてきた｡

特にバブル生成期には｢東京一極集中｣がさらに加速された｡しかし､ 1990年半ばからのバ

ブル崩壊は､ ｢東京一極集中｣を一時に比べ緩和させたものの､地価の下落から､最近は､人

口の転出入に関し､東京都への再回帰の動きを示すなど､依然｢東京一極集中｣という都市

構造面に抜本的な変更を迫る動きは見られない｡

ここでは､日本を､空間的階層構造(ヒエラルヒ-)を持つ一つの都市システムとして捉

えたうえで､都市の中心性が日本の地価構造に影響を及ぼしているという仮説を検証しよう｡

その方法としては､都市の中心性が地価に影響しているとすれば､中心性の高い都市からそ

6)急速に普及しつつある移動電話や大企業による利用が中心のデータ通信メディアや､郵便でも､同パターンとなっ
ている｡これは空間などの制約が小さいだけに､人や物の流動に比べて流動が広域化するとともに特定の地域に集
中しやすい状況にあると考えられる｡
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(図5)東京からの距離(単位:100km)と地価
地価(対数鍾) 【全国: 1999年】
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(資料)東洋経済新報社｢地域経済総覧｣ (各都道府県地価調査)等

の他の都市への距離に対して､地価は負の勾配を持つと考えられるので､地価の距離勾配関

係をみることにしようoまず､東京を中心として､ 1999年の地価分布は如何なる形状かを示

したのが図5である｡これは､ Ⅹ軸に東京都庁と各市役所(東京都のみ特別区を含む)の直

線距離(100km<以下同じ>)をとり､ y軸を名目地価(都道府県地価調査)とした散布図

を､ 1999年のデータをプロットしたものである8)0

図5をみると､ ①日本全体として東京を中心とする､一つの地価の距離勾配関係があると

考えられるo ②東京を中心とする構造の上に､西日本以西に大阪市を中心とする地価の距離

勾配関係も存在するとみることが出来よう｡また､ ③広島市､福岡市を中心とする範囲は狭

いが､ある地価距離勾配関係が観察される｡ ④沖縄県内の地価は､それ自体で一つの都市シ

ステム関係を有しているようである｡さらに､ ⑤札幌市･仙台市といった地方中枢都市のほ

かは地方中核都市(県庁所在都市等)程度しかない東日本の方が､大阪市等の大都市のほか､

広島･福岡市等地方中枢都市の多い西日本よりも､東京を中心とする地価の距離勾配の影響

が相応に強い様子も読み取れよう｡

7) 2地点間の緯度･経度からユークリッド距離を求め使用したoここでは､ 1秒-25-30m､ 1度-約100km (国土
交通省国土地理院近畿測量部を参考)で分析を行った｡

8)指数型モデル(LP-Ae-ォx)を対数変換した(4.1)のモデルが理論的背景にある
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(2)中心性と地価勾配

3大都市圏を中心に､図5でみられた地価と距離との関係について､指数型モデル(LP-

Ae-*)を対数変換した次の(4.1)のモデルにより計量分析を行う｡

(4.1) InLP--α蝣Xi+A′+e

ただし､ A′-lnA､ E:誤差項､ α:パラメータ

すなわち､ここでは､バブル前(1987年)､バブル全盛期(1990年)､バブル崩壊後(1996､

1999年)のデータを利用して､今次バブル期を含む時期における､地価の犀巨離勾配の変化を

分析する｡このため､被説明変数を名目地価(LPく都道府県地価調査>､ 100円/m2)､説明

変数を都道府県庁と全国の各市役所9)の直線距離(X,)とし､全国および東京圏(東京都､神

奈川･千葉･埼玉県) ･大阪圏(大阪･京都府､兵庫･奈良･滋賀･和歌山県) ･名古屋圏(壁

知･岐阜･三重県)の3大都市圏､さらに､上記都市圏内の13都府県各々に関し推計した｡

なお1987年の664都市をベースに分析を行った.

推計結果(表1)をみると､名古屋圏および名古屋圏内3県･和歌山県では相関が低かっ

たが､距離のパラメータは三重県の1期(1987年)を除きマイナスと､全て符号条件を満た

し､距離と密接な関係を示している｡また､全国･東京圏･大阪圏(除く和歌山県)では､

各係数のt値も高く､定数項､距離のパラメ-タの信頼性も高いとの結論を得たO

こうした特徴を基に､各地域の地価構造を大まかに分析すると､ (D日本全体の中で東京一

極集中に伴う､東京の中心性による強い地価の距離勾配関係が存在する｡そこに弱いながら

も西日本以西における大阪を中心とする地価犀巨離勾配関係が付属的に存在すると言ってもよ

いと思われる｡その中で地域を少し細かくみると､ (参東京地域は東京都･神奈川県等都県レ

ベルに止まらず､距離に関し東京圏(1都3県)という広い範囲で一つの地価勾配関係を有

し､都市構造が東京都を中心とする｢東京一極型｣となっており､ "千葉･埼玉･神奈川都民"

という形での東京都を中心とした経済的結合の強さを表しているとみることも出来よう｡ま

た､ ③大阪圏(2府4県)は､同圏レベルで相応の地価勾配関係を有するものの､東京圏に

比し緩く､むしろ和歌山県を除き､大阪府･奈良･京都･兵庫県等府県レベル各々で､通常

見られる都市内でのやや強い地価勾配関係をもち､東京圏に比し､ ｢各府県分散型｣となって

いるとみることも出来よう｡なお､ ④名古屋圏(3県)については､各々の県レベルでの相

関が弱かった｡

ところでバブル期を含めた各地域の地価距離勾配の関係をみると､ (丑全国ベ-スでは相関

が必ずしも高くなかったが､その特徴をみると､ 1987年から1990年のバブル生成期にかけて､

東京圏･大阪圏等の高騰からその勾配が幾分急となり(1987-1990年;全国の距離勾配係数:

9)東京都のみ特別区を含む｡本稿では以下同じ｡
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(表1)地域(圏･都道府県)別地価距離勾配関数

[=⊃ 1 987年　　　　　1 990年
係数　(t値)　係数　(t値)
7.40 (133.58)**　7.87 (125.80)**

13.14 (-13,45)**! -0.17 (-14.20)**

0.21　　　　　　　0.23

7.39 (117.81)**　7.78 (117.80)*

1 996年
係数　(t値)
7.51 (160.10)*

｣D.12 (-14.19)*

0.23

7.45 (143.05)*

13.13ト13.87)*

0.27

8.90 (115.58)*

-2.66ト13.72)*

0.58

9.55 (76.99)**

-5.08 (-7.86)**

0.56

8.47 (68.31)**

-1.85　ト4.32)**

0.50

8.06 (42.34)**

-2.39 (-4.45)**

0.41

8.01 (104.36)*

-1.34 (-5.19)**

0.40

8.05 (104.76)*

-1.32 (-8.75)**

0.47

8.43 (82.ll)**

-3.38 (-5.94)**

0.53

7.95 (28.62)**

-1.78 (-2.91)**

0.43

8.03 (38.12)**

-1.72 (-3.45)**

0.35

7.58 (71.57)**

-0.67 (-3.54)**

0.59

7.43 (45.68)**

-1.42 (-2.82)**

0.54

7.13 (34.58)**

-0.25 (-0.57)

-0.1 3

7.17 (92.86)**

-0.52 (-5.94)**

0.15

7.24 (73.46)**

-0.45 (-1.36)

0.03

7.ll (35.65)**

-0.84 (-1.95)*

0.18

6.85 (49.34)**

-0.23 (-0.69)

1 999年
係数　(t値)
7.35 (160.10)**

-0.1 1 (-13.44)**

0.21

7.29 (147.36)**

-0.ll (-13.09)**

0.25

8.71 (109.81)**

-2.75 (-13.73)**

0.58

9.37 (74.07)**

-5.12 (-7.77)**

0.56

8.29 (82.95)**

-1.79 (-5.18)**

0.59

7.79 (37.92)**

-2.38 (-4.1 1)**

0.37

7.80 (103.50)**

-1.37 (-5.43)**

0.42

7.89 (112.38)**

-1.24 (-9.01)**

0.49

8.27 (92.94)**

-3.27 (-6.65)**

0.59

7.80 (30.82)**

-1.63 (-2.93)**

0.43

7.85 (40.08)**

-1.57 (-3.37)**

0.34

7.45 (87.33)**

-0.70 (-4.60)**

0.72

7.25 (52.52)**

-1.19 (-2.77)**

0.53

6.99 (38.02)**

-0.ll (-0.29)

｣D.1 8

7.06 (99.78)**

-0.47 (-3.30)**

0.15

7.17 (92.32)**

-0.43 (-1.63)

0.05

6.90 (38.98)**

10.67 (-1.75)

0.14

6.77 (55.79)**

-0.23 (-0.79)

-0.03

国[664]
<東京中心>

国[521]
(除く大阪･名古屋周
<東京中心>
as圏[135]
<東京中心>

果ロ　48]

<東京中心>

懐川県[19]
<神奈川中心

干　県[28]
<干葉中心>

埼玉県[40]
<埼玉中心>

大阪圏[86]
<大阪中心>

大阪･ [31]
<大阪中心>

兄ロ･ [11

<京都中心>

兵66県【21]
く兵庫中心>

奈良県[9】
<奈良中心>

mm.県[7]
<滋賀中心>

和歌山県[7]
<和歌山中心

名古屋圏[57]
<愛知中心>

妄
三重県[13]
<三重中心>

4

o
I (-13.01)** -0.17 (-14.68)*

0.24　　　　　　　0.29

9.48 (73.68)**　9.72 (90.98)**
.
0
8

4

(-12.58)**| -3.45 (-12.78)*

0.54　　　　　　　0.55

10.66 (58.35)** 10.72 (58.03)**

-7.76 (-8.16)** [-7.44 (-7.74)**

0.58　　　　　　　0.56

(43.46)**　9.13 (43.93)**

(-4.47)** 1 -2.98 (-4.16)**

0.5 1　　　　　　0.47

(28.43)**　8.90 (35.89)**

(-3,53)** 1 -3.25 (-4.64)**

I
O
I
t
-
,

蝣
t
-
O

C
o
c
o

l
l
l
I

0.30

7.83 (72.00)**

-1.64 (-4.50)**

0.33

7.75 (79.57)**

-1.39 (-7.25)**

0.38

8.35 (51.75)**

-4.61 (-5.17)**

0.46

7.68 (23.45)**

-1.98 (-2.74)**

0.39

7.72 (29.91)**

-1.93 (-3.15)**

0.31

7.18 (73.70)**

-0.74 (-4.23)**

0.68

7.06 (39.96)**

-1.32 (-2.40*

0.43

8.48 (80.96)**

-1.61 (-4.58)**

0.34

8.98 (76.23)**

-2.22 (-9.60)**

0.52

9.35 (54.80)**

-3.95 (-4.19)**

0.36

8.90 (19.82)**

-3.07 (-3.10)**

0.46

8.89 (28.35)**

-3J22 (-4.32)軸

0.47

8.32 (49.42)**

-0.84 (-2.80)**

0.46

8.17 (37.23)**

-2.42 (-3.55)**

0.44　　　　　　　0.66

(32.69)**　7.54 (24.15)**

(㍗.19)　13.74 (-1.ll)

-0.1 9　　　　　　　0.04

dnMttiiv

mco
o>o

.80 (74.79)**　7.39 (66.28)**
74

(-2.58)** 1 -0.83 (-3.71)**

0.09　　　　　　　0.1 9

7.02 (63.95)**　7.63 (49.89)**

(-2,22)* 1 -1.26 (-2.42)*

).12　　　　　　　0.14

2

C
OH
H
i
i
副
.66 (29.12)**　7.17 (27.75)**

37

(-1.48)　-1.03 (-1.83)*

0.08　　　　　　　0.1 5

6.29 (43.34)**　6.79 (34.88)**

0.29　　(0.82) -0.08 (-0.17)

-0.03　　　　　　-0.09　　　　　　-0.04

億考: ()内はt値o **は1%､串は5%有意､ []内はサンプル数､ <>は回帰の距離中心触

.in
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▲0.14-▲0.17)､その後バブル崩壊とともに地価置巨離勾配が緩やかとなり､ 1999年では1987

年の8割のレベル(1999年;全国同:▲0.ll)となった｡なお､この関係はそれ自体で強い

地価勾配を持つ大阪･名古屋圏を除いても変わらなかった｡

②東京圏･東京都では､ 1983年頃から､東京都都心部の商業地の価格上昇で始まった当時

の地価高騰は､ 1986年には東京圏の住宅地に波及したこともあって､ 1987年には既にその地

価勾配が急となっており､ 1988年から1989年にかけて大阪圏､名古屋圏､地方主要都市､リ

ゾート地へと地価高騰を波及させた｡その間､東京圏では､ 1983年の都心部と周辺で土地需

要の差から生じた一部地域での上昇を､上記のとおり地価勾配を維持するように地価上昇が

波及した可能性が高く､ 1990年の地価勾配は既に安定化に向けて調整を始めた一過程とみる

ことができよう(1987-1990年;東京圏同: ▲4.08-▲3.45､東京都同: ▲7.76-▲7.44)c

その後バブル崩壊とともに勾配がさらに緩やかとなり､距離勾配係数は1999年では1987年の

7寄贈弓の水準までに低下し､緩やかな形状となった(1999年;東京圏同: ▲2.75､東京都同:

▲5.12)<

③ ｢各府県分散型｣の大阪圏では､ 1988年から1989年にかけて大阪圏に地価高騰が波及し

たため､表1に示した1987年から1990年にかけて､地価勾配は急上昇(1987-1990年;大阪

圏同: ▲1.39-▲2.22)し､その後バブル崩壊とともに勾配が緩やかとなり､ 1999年では

1987年の9割のレベル(1999年;大阪圏同: ▲1.24)までに低下し､さらに緩やかなものと

なった｡もっとも｢各府県分散型｣を示しているため､府県レベルでみると､大阪府では､

上記東京圏と同様の動きを見せている(1987-1990-1999年;大阪府同: ▲4.61-▲3.95-

▲3.27)<　他方､京都･兵庫県等その他5府県ではむしろ地価高騰波及が1990年まで続いたた

め､ 1990年まで地価距離勾配を急とさせ､同年をピークに緩やかな形状へと復していった｡

④名古屋圏では､愛知･岐阜･三重県の3県ともに相関が低い｡しかし､その特徴をみる

と､名古屋圏および同圏内3県毎とも1987年から1990年のバブル生成期にかけてその勾配が

幾分急となり(1987-1990年;名古屋圏: ▲0.47-▲0.83)､その後バブル崩壊とともに勾配

が緩やかとなり､名古屋圏では1999年では1987年並み､愛知県では半減するところまで地価

の足巨離勾配を緩やかな形状に復させた｡

5､地域別地価関数による中心性の検証

日本の中心性に関する問題を､地価関数を一つの方程式の中に組み込んで､地価に現れる

都市システムとその中心性の検証を試みる｡すなわち､ 1999年のデ-タを用いて､被説明変

数は基準地価(LP<都道府県地価調査>､ 100円/m2)とし､説明変数は､ ①北海道､東北圏､

東京圏､名古屋圏､大阪圏､中国圏､九州圏を代表する都道府県庁と各市役所の直線距離(Xi､
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(表2)日本の各中心候補都市の回帰分析結果

315

係数　　　　　　t値 値p

定数項　　　　　　　　　　　　　　　　　　2. 435　　　　　7. 92

北海道中心距離　　　　　　　　　　　　　　0. 042　　　　　　　　　　　　　0. 040

宮城県中心距離　　　　　　　　　　　　　　0. 026　　　　　1. 17　　　　　0. 242

東京都中心距離　　　　　　　　　　　　　　-0. 099　　　　　-4. 41　　　　0. 000

愛知県中心距離　　　　　　　　　　　　　　0. 142　　　　　4. 29　　　　　0. 000

大阪府中心距離　　　　　　　　　　　　　　-0. 128　　　　　-3. 75

広島県中心距離　　　　　　　　　　　　　-0. 027　　　　　-0. 83　　　　　0. 409

福岡県中心距離　　　　　　　　　　　　　　0. 072　　　　　2. 43　　　　　0. 016

課税所得/可住地面積　　　　　　　　　　　　0. 528　　　　　35. 07

東京都区部地価勾配距離ダミー　　　　　　　ー6. 636　　　　　-3. 81

東京都区部定数項ダミー　　　　　　　　　　1. 165　　　　　7. 47

沖縄県ダミー　　　　　　　　　　　　　　　0. 144　　　　　0. 57　　　　　0.570

adj. R2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0. 857

観測数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　692

(資料)東洋経済新報社｢地域経済総覧｣ (各都道府県地価調査)等

i:北海道､宮城県､東京都､愛知県､大阪府､広島県､福岡県の各地域の中核都市を表わす.)

と､ ②可住地面積当た｡課税所得(‡､ Y:課税所得､ S:可住地面積､ 100万円/km2)に､

③東京都区部と沖縄県をダミー処理し､定数項(C)を加え､対数変換したデータで､以下の

(5.1)のモデルにより推計した｡

(5.1) ¥n LP-Sαtxt +β‡+yXtokyoDM軸+SDMmv+^DM｡k,;u,れォ+c十e

ただし､ e:誤差項､ α､ p､ γ､ 6､ 6:パラメータ､ X軸:東京からの距離､

DMt｡ky｡ '蝣東京都区部ダミー､ DM｡,　沖縄県ダミー

推計結果(表2)をみると､①日本における中心都市(中心性)は､距離変数のf値の高さ､

パラメータの勾配がマイナスである符号条件の適合性等を基準に判断すれば､東京･大阪を

中心とする地価勾配がある(中心性)とするのが妥当との結論を得ることが出来る｡なお本

分析は自由度調整済み決定係数(adjusted R2)でみた全体としての式の説明力をもあり､上

記結果の解釈の妥当性を表わしていると言えよう｡逆に､ ②東京･大阪以外の都市は次の事

由で中心性は棄却される｡すなわち北海道､愛知､福岡の距離パラメータのt値は高く､パ

ラメータの符号がプラスとなっているということは､言o換えれば､他の地域に高い中心性

を有する地域(東京･大阪)があり､その地域に向けた逆勾配の関係があることを表わして

いると考えることが妥当であろう｡また宮城も同様の中心地(東京)に向けた逆地価勾配が

存在するため､符号条件がプラスとなっていると考えられるが､ J値が高くないため､そもそ

も中心性を前提とする距離の信頼性に問題があると考えられる｡広島はマイナスの地価勾配

を有するものの､ f値が低く距離関係の有意性は棄却される10)｡
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以上をとりまとめ､本稿での一応の結論づけを行うと､日本の都市システム構造等は､東

京一極集中の強固な構造の上に､大阪を中心とする地価の距離勾配関係が存在し､影響を及

ぼす範囲は異なるが東京･大阪の中心性の存在が確認された｡

さらに､ 3の｢日本の都市の中心性分析｣や､ 4の｢地価と都市の中心性の関係｣で分析

した結果からみて､確かに､東京一極集中といっても､全ての都市が東京のみとの関係を有

する訳ではなく､西日本を中心とする大阪､東海圏を中心とする名古屋が存在し､その他に

も､影響の及ぶ範囲はかなり都市所在地域に限定されるとしても､地方中枢都市(札幌､仙

台､広島､福岡市等)､さらには地方中核都市(県庁所在都市等)を中心とする都市システム

関係も存在して､これらの都市が相互に影響を及ぼしあっていると考えてよいであろうこと

が確認された｡

また､この分析をもとに､政策的インプリケーションをまとめておくと､東京一極集中の

結果が出ているので､今後は､地価上昇が実需に基づく範囲にとどまり､かつ開発利益はキ

ヤピタリゼ-ション仮説に従い地価に反映するという前提が成立すれば､東京都､大阪市を

始めそれぞれの都市が､都市の再生･活性化等を通じ､一段と都市の魅力を増すことができ

れば､魅力を増した都市は､中心性を高めることになろう｡そうであるならば､東京都だけ

でなく､地方都市等を含めた都市の再生･活性化等を通じ､当該都市の魅力を高め､中心性

を高めることができれば､地方分権とも繋がっていくと期待できよう0

今後は､この分析を基に､地価の動向に焦点をあて､都市の地価変動の解明に取り組むと

ともに､政策的インプリケーションとして述べた都市のリエンジニアリングの問題の研究に

ついても励んでいきたい｡

10)日本の中で中心性が高いと考えられる候補都市が､中心性を有するのかどうかを解明することを目的に､被説明変

数を名目地価(LP<都道府県地価調査>､ 100円/m2)とし､説明変数は､北海道､東北圏､東京圏､名古屋圏､大
阪圏､中国圏､四国圏､九州圏を代表する中核都市と全国の市役所との直線距離として､本文の分析のように地価
関数を一つの方程式の中に組み込まず､各々について推計を試みた(データ数は1999年ベースの692都市)｡推計結
果をみると､本文での分析結果と同様に､ ①東京中心ケースは､自由度調整済み決定係数でみた全体としての式の

説明力や距離変数のt値の高さ､パラメータの勾配等から判断すれば､中心地と判断しても問題ない結果を得た｡ ②
宮城県､愛知県､大阪府､広島県､香川県中心ケースは､中心地と判断しても問題ないような結果を得たが､東京､
大阪に近い都市は､東京や大阪の地価距離勾配の影響を受けるため､中心性があるかのような見せかけの推計結果
が疑われた｡特に､宮城県､広島県､香川県は､自由度調整済み決定係数でみた全体としての式の説明力が著しく
低く､これらの都市が日本の中心地足り得ないことは議論の余地はなかろう｡一方③北海道､福岡県はt値の低さ
や､係数がプラスとなり符号条件を満たさない(他の場所に中心地があるため､逆の距離勾配が現れていると判断

できる)結果を得たため､このことから判断し､両地域も日本の中心地として採択することが出来ないと結論づけ
-#.

I
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